
（単位：百万円）
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貸借対照表は、平成22年度末の本学の財政状態を示しています。
（資産の部）大学が保有している資産の保有状況を表します。全体の約92％が教育・研究等に利用する固定資産となっており、中でも図書
が約14%と大きな割合を占めるのは大学ならではの特徴です。平成22年度は前年度と比べて246百万円減少していますが、主な要因は有形固
定資産の減価償却によるものです。

（負債の部）支払いや返済の義務を表し、固定負債と流動負債に区分されます。営利を目的としない公立大学法人の会計基準は、損益均衡
の考え方を基に公的資金の使途を適切に表現できるよう制度設計されています。具体的には、例えば大学が運営費交付金を財源として固定
資産を取得した場合、資産見返運営費交付金等という負債勘定へ振替を行い、減価償却費相当額を資産見返運営費交付金等戻入という収益
勘定へ振り替えることで損益均衡を成立させており、授業料や寄附金なども同様の会計処理を行います。固定負債については、リースの残
高を計上している長期未払金が減少したことなどにより、前年度と比較し52百万円減額となりました。

（純資産の部）資金の調達源泉を示しており、その性質によって資本金、資本剰余金、利益剰余金に区分されます。また、利益剰余金のう
ち当期未処分利益は、財務諸表中の「利益の処分に関する書類」のとおり承認を受けております。

公立大学法人滋賀県立大学　平成２２年度決算の概要について

貸借対照表の概要

１．貸借対照表

20,667百万円



（単位：百万円）
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２．損益計算書

損益計算書は、平成22年度会計期間中の運営状況を示して
います。

（経常費用）大学が教育、研究経費などの業務費や一般管
理費として経常的に費やした金額を計上しています。平成
22年度は、受託研究費等と退職金の増加による教員人件費
の増が要因となり、経常費用全体も大きく増加しました。

（経常収益）「費用＝収益」となるよう制度設計された部
分（運営費交付金収益や授業料収益など）と、一般の企業
のような自己収入による収益（入学金、検定料収益など）
があります。前年度と比較し運営費交付金収益が減少しま
したが、授業料収益や受託研究等収益が増加したため、経
常収益全体では67百万円増加しています。

（目的積立金取崩額）中期計画で定められた使途に沿って
目的積立金を約70百万円取り崩し、図書費や特別研究費な
ど特定の業務に充当しました。このうち固定資産の取得に
相当する17百万円は利益剰余金から資本剰余金に振り替え
ます。また、残りの53百万円については経常費用に相当し
ますが、目的積立金取崩額は経常収益ではなく、決算整理
上この項に計上することになります。

（当期総利益）収益と目的積立金取崩額を加え、費用を差
し引いたものが当期総利益となります。平成22年度決算の
当期総利益は153百万円であり、 平成21年度より90百万円
減少しました。

損益計算書の概要



505 312 333 221 2,715 198 292
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（単位：百万円）

（教育経費）教育経費は学生等に対する教育に要する費用であり、法人化以降の各年度において大きな増減はありません。平成22年度は、電

子システム工学科における消耗品等の購入や奨学費の増加により8百万円増加しました。

（研究経費）研究経費は教員の研究に要する費用であり、運営費交付金を財源とする一般研究費等以外にも、寄附金などによる研究費も含ま

れています。平成22年度は一般研究費等の削減により36百万円減少しました。

（教育研究支援経費）主に図書館等の附属施設等に要する費用であり、各年度事業見直しを行うことにより経費を節減しました。

（受託研究費等）受託研究や受託事業にかかる費用です。平成22年度は大型の受託研究費があったため、大幅に増加しました。

（人件費および退職金）前年度と比較し、人件費については教職員の増員により22百万円の増加となり、退職金については79百万円増加しま

した。

（一般管理費等）一般管理費は法人全体の管理運営を行うための経費であり、平成22年度は施設の老朽化に伴う修繕費の増により若干増加し

ました。

経常費用

経常費用について

退職金



2,402 1,410 264
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（運営費交付金収益）県から交付される運営費交付金の経常収益全体に占める割合は、平成18年度の58.4％から平成22年度には51.4％とな

り、今後も増加が見込めないため自主財源の確保が重要です。なお、運営費交付金の収益化については期間進行基準を採用しています。

（授業料収益）平成20年度に開設した電子システム工学科にかかる学生数の経年増加により、28百万円増加しました。

（受託研究等収益）受託研究や受託事業にかかる収益で、平成22年度は大型の契約を結んだことにより受託研究等収益が大幅に増加しまし

た。

（その他）その他には補助金収益、資産見返負債戻入、雑益等を含みます。このうち資産見返負債戻入は、減価償却費相当額が損益均衡の

ため資産見返負債から振り替えられたものです。

経常収益について

（単位：百万円）



教育関係経費

387 361 466 481 487
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教育経費 図書館経費 教員人件費 受託事業費 （一人あたりの教育経費）

主な目的別経費の執行状況

　固定資産を含む各経費がいくら執行されているかを財務諸表だけで把握するのは困難で、例えば、大学が教育実験実習費として1000万円
の予算を執行し、その内訳が固定資産300万円、その他費用700万円であった場合には、固定資産は貸借対照表において資産の増加となるこ
とから、損益計算書上の教育経費に計上される額は700万円となります。　

　以下の資料は、各事業単位のキャッシュベースでの執行状況（固定資産の取得を含め、減価償却費は除く）を示すため予算執行額で表示
しています。 このため、類似の名称であっても損益計算書の数値とは一致しない場合があることにご留意ください。

　教育関係経費は、実験実習
費などの教育経費、図書館経
費および教員人件費など、学
生の教育に関連する予算執行
額を集計したものです。
　平成２２年度は図書館経費
は減少しましたが、実験実習
費などの教育経費や教員の増
員により、前年度とほぼ同額
となりました。

2,552
4

学生数（名） 2,571 2,621 2,643 2,683

2,868 2,755 2,908 2,800 2,796

（単位：百万円） （単位：千円）

１．教育関係経費

計



研究関係経費

208 189 173 199
134

102 108
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教員研究費 受託研究費

奨励寄附金事業費 科研費

（教員一人あたりの研究関係経費）

199教員数（名） 196 204 198 200

　研究関係経費は、教員研究費
（一般研究費、特別研究費、在外
研修旅費）、受託共同研究費、奨
励寄附金事業費および科学研究費
補助金等です。　
　科研費補助金は教員個人に対す
る補助金であり、大学の財務諸表
には含まれませんが、教員の研究
費の一部であることから、ここで
は合算して表記しています。
　平成22年度は受託研究費が大幅
に増加しましたが、運営費交付金
を財源とする一般研究費は運営費
交付金の削減に伴い今後も減額が
予想されることから、研究継続の
ためにも、今後は科研費を始めと
する外部資金の獲得に向け、さら
に積極的な努力が必要となってい
ます。

２．研究関係経費

493 493 429 450 506計

（単位：百万円） （単位：千円）



３．教育実験実習費と一般研究費の執行割合

教育実験実習費

物品関係
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（単位：百万円） （単位：百万円）

　教育経費の中でも教育実験実習費は、学内外での実習や授業で必要とする物品の購入等に充てる費用であり、その財源には授業料を充当
しています。平成22年度は物品関係の購入に約71%の予算を執行しました。

　研究経費の中で一般研究費については、各教員の基礎的な研究費として予算配分しています。一般研究費は主に運営費交付金を財源とし
ていることから、近年減少傾向となっています。平成22年度の予算執行内訳は下図のとおりであり、研究用の物品関係の購入以外には、研
究のための旅費の執行割合が高くなっています。


